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3. 地域成長戦略①R2. 生産性倍増戦略R

法人 ・ 個人事業主向け業務DXサービスの取扱開始（2023年9月）
　法人・個人事業主のお客さま向けに、
株式会社マネーフォワード（代表取締役
社長 CEO 辻 庸介）が提供する業務DX
サービス「Mikatano ワークス」および
「Mikatano インボイス管理」の取扱いを
開始いたしました。

みやぎ広域ＰＰＰプラットフォーム（通称：MAPP）の形成
　地方公共団体と締結している「地方
創生に向けた包括連携に関する協定」
等に基づく取組みの一環として、民間
資金や民間ノウハウの活用に向けた
官民の情報共有および対話促進を
継続的に展開する場として、「みやぎ広域
ＰＰＰプラットフォーム（通称：ＭＡＰＰ）」を
形成しております。
（2020年1月31日設立）

名　称 内　容

七十七銀行
Mikatano ワークス

七十七銀行
Mikatano インボイス

管理

・スケジュール管理、勤怠管理、書類・電子
取引保存等の機能により、社内業務を
効率化します。

・授受する請求書を当該サービスで読み
取り、自動でデータ化することで一元管理
できます。
・請求書にかかる入力事務の削減および
管理業務を効率化します。

店頭タブレットの全店稼働
　窓口での各種手続をタブレットで操作する「店頭タブレット」が、２０２３年９月より
全店で稼働いたしました。タブレット画面に表示される項目に従い、お客さまと
行員がチャット形式で入力・確認することにより「記入レス」・「印鑑レス」にて手続を
完了させることができます。

G to B

B to G

【MAPPコアメンバー】

【七十七グループ】

【地方公共団体（ G to G ）】 【民間事業者（ B to B ）】

七十七銀行
七十七リサーチ＆コンサルティング 等

【「地方創生に向けた包括連携協定」等締結先】
宮城県および宮城県内全ての地方公共団体3６団体

福島県の地方公共団体２団体

合計：38団体

政府系金融機関

シンクタンク

とうほくＰＰＰ/ＰＦＩ協会等

東北大学、宮城大学、
東北工業大学 等

【サポートメンバー】
連携協定締結金融機関および大学等

など

不動産

通　信

ＩＴサービス

商　社

建　設

メディア

コンサルティング

リース

◎普及啓発機能
◎交流機能
◎情報発信機能
◎人材育成機能
◎実行支援機能
◎官民対話機能

ご利用イメージ

MAPPの主な取組み（2023年度上半期）

　地方創生への更なる貢献に向けて、創業１００年以上の地元長寿企業が培ってきた知恵やノウハウ等の共有および活用機会の創出
を目的に開催いたしました。創業１００年以上の長寿企業等を対象に銀行が共催するのは本フォーラムが全国初の取組みです。

●2023年5月　地方創生経営者フォーラム 伝燈と志命 in 宮城

　地元企業および地方公共団体を対象に「ナノテラス」における概要および活用方策等を題材としたセミナーです。
●2023年9月　地元企業向けナノテラス活用促進セミナー

　次世代放射光施設「ナノテラス」関係機関および地方公共団体等との連携を加速させ、地域における
「ナノテラス」の周知・啓蒙の強化に向けた視察会を開催いたしました。

●2023年7月　地方公共団体の首長等を対象とした「ナノテラス視察会」

　東北地域からの上場企業の誕生に向けて、国立大学法人東北大学および株式会社東京証券取引所、
宮城県および仙台市と連携して、成長志向の高いスタートアップ企業のほか、安定的な人材確保や
事業拡大を検討している地域企業の経営者を対象にセミナーを開催いたしました。

●2023年9月　〈七十七〉スタートアップ事業戦略セミナー

　「東京ガールズコレクション（TGC）」を企画・制作する株式会社W TOKYOと「地方創生の推進に関する
連携協定」を締結いたしました。若年層の地元定着等による地域経済の持続的な発展を目指し、地域
資源・資産を活用した地域価値の向上・共創等に取り組んでまいります。

●2023年9月　W TOKYOとの「地方創生の推進に関する連携協定」締結

©W TOKYO連携協定締結
共同記者発表会
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七十七銀行アプリの利便性向上
　七十七銀行アプリの利便性の向上を図るため、アプリの改善やバージョンアップを行っております。
　残高照会、振込・振替のほか、投資信託取引口座・NISA口座の開設申込機能を追加いたしました。

●●支店

・口座一覧（残高・取引明細）

・普通預金口座開設申込

・振込・振替・定額自動送金

・投資信託取引
 （口座開設・購入・売却）

・NISA口座開設申込

・目的別預金

・家族口座見守りサービス

・住所変更・届出電話番号変更

・各種ローン取引

主な機能

※当行口座をお持ちの法人・個人事業主のお客さまが対象と
　なります。

地方創生に関する詳細は「地域と
創る。」をご参照ください。▶



●「ウーマンカレッジ」の開催
　女性行員のキャリアサポート・能力開発を目的とした研修会の開催
●「ワークライフバランス推進運動」の実施
　総労働時間短縮、有給休暇の取得促進および男性行員の育児休業取得促進等
　男性の育児休暇取得率 ： 112．0％（2023年9月末）
●仕事と家庭生活の両立支援制度の新設・拡充
　不妊治療を目的とした休職・休暇制度の新設・拡充、育児休業からの早期復職支援
制度の新設等
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外部派遣を通じた専門人材の育成
　各種分野への行員の外部派遣を通じ、コンサルティング等における専門性の向上を図っております。2012年からの
累計で約210名の外部派遣を実施しており、本部・営業店やグループ会社等で専門性を発揮しております。

デジタル分野（システム関連業務、データ利活用業務、デジタル関連新事業） ： ３名
国際・ネットワーク分野（海外進出支援業務、アドバイザリー業務、日系企業への融資営業） ： ８名
ソリューション分野（資産運用相談業務、サステナビリティ業務、M&A業務、経営支援・事業再生支援業務） ： 14名
地方創生分野（地域・観光振興業務、不動産開発関連業務） ： ７名

2023年9月末時点の派遣先

七十七グループは、地域の子どもたちの未来と子育て世代の皆さまを、全力で応援します！
―活動宣言―

（１）地域の子育て世代の皆さまへ、ライフステージに合わせたマネープランの提案や、金融教育の機会を提供いたします。 
（２）職員のワークライフバランス実現に向け、育児と仕事の両立支援制度および職場環境の整備を継続的に実施いたします。

―アクションプラン―

　「少子化」という社会課題の解決と、行員の育児にかかる両立支援の観点から、公益財団法人
日本青年会議所が主催する「ベビーファースト運動」の趣旨に賛同し、七十七グループの活動
宣言およびアクションプランを公表いたしました。

●「ベビーファースト運動」への参画

海外ビジネスに向けた支援体制
　当行では、アジアビジネス支援室が中心となり、海外
の２つの駐在員事務所（上海・シンガポール）や、海外への
派遣行員、外部提携機関等と連携し、お取引先の海外
進出や海外販路開拓、各種貿易取引等の海外ビジネス
支援を行っております。

●海外派遣行員 （2023年9月末時点）
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ダイバーシティ＆インクルージョンの推進
　多様な人材が様々なフィールドで活躍し能力を発揮できる職場づくりを目指し、働きやすく、働きがいのある職場
環境の整備に取り組んでおります。

女性管理職割合
（単位：％）
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結婚相談事業への取組み
　人口減少や地域からの若年層の流出などによる事業承継問題が地域課題として表面化している状況に鑑み、
七十七ヒューマンデザイン株式会社を通じて「人と人とのマッチング」である成婚支援や出会いの機会の創出につながる
結婚相談事業に取り組むことといたしました。地域企業との連携や、「みやぎ広域 PPPプラットフォーム（通称：
MAPP）」の活用を通じて、東北地域における婚活事業の活性化を図り、地域内での出会いを後押しすることで、
人口の定着や女性が働き続けられる環境の創出など、社会・経済の両面から地域の持続的成長を支援してまいります。

●海外ビジネス支援件数（2023年度上半期）　海外ビジネス支援件数 ： 916件　海外ビジネス関連融資実績 ： 11件／22億円

●海外ビジネス支援事例（販路拡大支援）
　中国において日本産水産物が輸入停止となった影響により、
お取引先から新たな地域での海外販路開拓に関するご相談が
増加しております。
　今般、水産関連のお取引先（当行青森支店取引
先）の販路開拓を支援するなか、シンガポールの
レストランへの青森県産ホタテの輸出につながり
ました。
詳細は「Global News Vol.34 Global Letter NEXT特別号」をご参照ください。▲

（単位 ： 人）
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